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　あけましておめでとうございます。

　令和４年１２月２３日に令和５年度の税制改正大綱が閣議決定しました。

　今回は主に個人所得課税に関する概要を一部ご報告します。

（１）ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化　　【令和６年１月より適用】

 ・非課税保有期間を無期限化へ　（現行：一般ＮＩＳＡ 最長５年　積立NISA 最長２０年）
 ・口座開設可能期間については期限を設けない
 ・一定の投資信託を対象とする長期・積立・分散投資の年間投資上限額（つみたて投資枠）については、
　１２０万円に拡充　（現行：積立NISA 年間４０万円）
 ・上場株式への投資が可能な現行の一般ＮＩＳＡの役割を引き継ぐ「成長投資枠」を設ける
　成長投資枠の年間投資上限額については、２４０万円に拡充　（現行：一般ＮＩＳＡ 年間１２０万円）
・成長投資枠と、つみたて投資枠の年間投資上限額については併用が可能
・一生涯にわたる非課税限度額を新たに設定した上で、１，８００万円とし、成長投資枠については、
　その内数として１，２００万円とする
・ジュニアＮＩＳＡについて、原則として継続管理勘定（非課税管理勘定が設けられた日の属する年の１月１日から５年を
　経過する日の翌日に設けられる継続管理勘定）に移管

（２）スタートアップへの再投資に係る非課税措置の創設

・個人が保有する株式を売却し、その譲渡益を元手に創業者が創業した場合やエンジェル投資家がプレシード・
　シード期のスタートアップへの再投資を行った場合に、再投資分につき２０億円を上限として株式譲渡益に課税しない
　制度を創設

（３）極めて高い水準の所得に対する負担の適正化　　【令和７年分以後の所得税について適用】

・より公平で中立的な税制の実現に向け、極めて高い水準にある高所得者層に対して最低限の負担を求める措置の導入

（４）特定非常災害に係る損失の繰越控除の見直し

・特定非常災害法上の特定非常災害による損失に係る雑損失及び純損失の繰越期間について、損失の程度や
　記帳水準に応じ、例外的に３年から５年に延長

令和５年度税制大綱が閣議決定されました
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＜令和３年分の相続税申告状況は？・・国税庁が発表＞

課税割合が９．３％に増加した！（前年８．８％）

国税庁は令和４年１２月１６日、令和３年度分の相続税申告状況を公表した。平成２７年１月以降の相続について

は基礎控除額の引き下げ等が行われている。
相続税の課税対象となった被相続人数は、２年分の１２０，３７２人から１３４，２７５人へと増加している。

死亡者に対する課税割合は、２年分８．８％から３年分９．３％へと増加。
課税価格は元年の１６兆３，９３７億円から１８兆５，７７４億円へ、相続税額は２年の２兆９１５億円から３年の

２兆４，４２１億円へと増加している。
令和元年分は減少傾向でしたが、令和２年分から増加に転じている。相続税に関する実地調査件数は、コロナ

禍の影響で低水準となっているが、簡易な接触件数等が増加しており、今後も同様な傾向が続くのでは？
相続に関する、ご相談は事前に！当事務所へ！


